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１．はじめに

２０１１年３月に，東京電力福島第一原子力発

電所で起こった過酷事故（以下，福島原発事

故）は，原発という技術の社会との共存可能性

という論点を掘り下げる契機となった。事故リ

スクと事故に伴う被害の甚大さはその中心的な

論点であるが，原発は他にも社会との共存を難

しくさせる本質的な問題点を抱えている。なか

でも，放射性廃棄物問題は，原発のアキレス腱

と呼ばれ，現代の原発が抱える本質的欠陥の

１ つとして必ず取りあげられる。

この問題を考える時に，人々を憂鬱にさせる

のは，すでに膨大な量の放射性廃棄物が処理さ

れないままで大量に蓄積していることである。

つまり仮に，廃棄物の発生源である原発を廃止

することにしたとしても，そのことによって事

故リスクは確実に低減することができるが，蓄

積された放射性廃棄物に伴うリスクがなくなる

わけではない。放射性廃棄物の管理問題は，原

発をどうするかに関わらず，私たちが解決しな

ければならない問題として残されるのである。

日本では１９６６年に商業用原子力発電が稼働

し始めて以来，原子力発電の育成を国策として

推し進めてきた。その結果，日本の原子力発電

は国の総発電量の約２９．２％（電気事業連合会

２００９年発表）を占めており，発電設備容量面

ではアメリカとフランスに続き世界第３位と

なっていた。しかし，原子力発電に関して，放

射性廃棄物管理や使用済み核燃料の処理・処分

などバックエンド段階の問題は，原材料の採

取・加工や発電所の建設・稼動段階などフロン

トエンド段階の問題に比較して，軽視されてき

たと言わざるを得ない。

原子力発電事業者は原子炉から排出される使

用済み核燃料を主に発電所内の貯蔵プールに貯

蔵することで，バックエンド問題は先送りして

きた。ただ，使用済み核燃料の発電所内での貯

蔵能力は近いうちに限界に達すると予想されて

おり，いつまでも先送りするわけにはいかな

い。そのため，敷地内の貯蔵プールを部分的に

拡大したり，青森県むつ市に「中間貯蔵施設」

を完工し２０１４年中の事業開始を目指してい

る。しかし，これらも彌縫策の域を出るもので

はない。

日本では，使用済み核燃料を再処理するとい

ういわゆる核燃料サイクル路線が採用されてお

り，再処理の過程で生じる高レベル放射性廃棄

物の最終処分が関連法律に基づいて進められて

いる。しかし，現状では，高レベル放射性廃棄

物の最終処分場は決まっていないし，核燃料サ

イクルそのものも政府の想定通り動いていると

は言えない。

本稿では，日本の高いレベル放射性廃棄物管

理が抱える問題とは何か，責任と費用負担の観

点からあらためてその現状と問題点を整理する

とともに，今後の課題と展望を検討することと

したい。

２．高レベル放射性廃棄物の発生と処分

２．１ 放射性廃棄物の定義

放射性廃棄物は，原子力発電所，使用済み核

燃料の再処理工場，放射性同位元素使用施設な
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どの運転，解体等に伴って発生する。放射性廃

棄物のうち，気体状及び液体状のものは，ろ過

や減衰などの処理をし，法令上の基準値を下回

ることが確認された場合には，それぞれ大気中

または海洋に放出される。固体状の放射性廃棄

物は，低レベル放射性廃棄物と高レベル放射性

廃棄物に大別されており，これらはいずれも陸

地に埋設して処分されることが想定されてい

る。

独立行政法人日本原子力研究開発機構法第２

条では，高レベル放射性廃棄物とは「使用済み

燃料から核燃料物質その他の有用物質を分離し

た後に残存する物（固型化したものを含む）」と

されている。また，特定放射性廃棄物の最終処

分に関する法律（２０００年制定，２０１２年最終改

正）第２条では，「特定放射性廃棄物」とは，

「第一種特定放射性廃棄物及び第二種特定放射

性廃棄物をいい，また第一種特定放射性廃棄物

とは使用済み核燃料の再処理後に残存する物を

固化したもの」とされている。

これら２つの法律からは，高レベル放射性廃

棄物とは，再処理過程で使用済み核燃料からプ

ルトニウムなど核燃料物質を取り出した残存

物，およびその残存物の中でガラス固化された

ものと定義することができる。

低レベル放射性廃棄物は，原子力発電所，再

処理工場などにおいて，施設の運転・保守，放

射性物質の使用，施設の解体等に伴って発生す

る。低レベル放射性廃棄物は，その放射能濃度

に応じて，地表から比較的浅い地層中に処分さ

れる。ただし低レベル放射性廃棄物のうち，超

ウラン元素（TRuns-Uranium）を含むＴＲＵ

廃棄物については，深さは異にするが高レベル

放射性廃棄物を併置深層処分されることになっ

ている。

使用済み核燃料中には，①燃え残りの燃えや

すいウランが約１％，燃えにくいウランが約９５

％，新たに生成したプルトニウムが約１％，②

新たに生成したその他の放射性物質が約 ３％

含まれている。日本では，このうち①について

は，使用済み核燃料を再処理することにより，

分離・回収し再度利用するが，②については，

放射能が極めて高い核分裂生成物等が含まれる

ため，化学的に安定な形態に処理して，高レベ

ル放射性廃棄物として安全に処分することにし

ている。

すなわち，使用済み核燃料そのものは再処理

し再度利用されるものであり，廃棄物ではなく

資産とみなされている。しかし，現実には再処

理・高速増殖炉を核とする核燃料サイクルは想

定通り動いておらず，使用済み核燃料は扱いに

困る「不良」資産と化している。

こうした高レベル放射性廃棄物は，半減期が

数万年に至るまで超長寿命の放射能が多く含ま

れている。高レベル放射性廃棄物は，後述する

放射性廃棄物処分関連法律により地表から３００

ｍ以上深い地層に処分されることが定められて

おり，現在，そのための基準の整備などが進め

られている。

２．２ 高レベル放射性廃棄物の処理・処分原則

福島原発事故後のエネルギー政策について

は，現在（２０１３年末）次のエネルギー基本計

画に向けた議論が行われているところであり，

確たることは言えない。事故前までの日本にお

ける原子力政策は，原子力委員会が２００５年１０

月に公表した原子力政策大綱にその基本戦略が

示されている。そこでは，高レベル放射性廃棄

物を含む放射性廃棄物は，以下に示す４つの原

則に則って処理・処分することが規定されてい

る。

第１に，発生者責任の原則である。すなわち

放射性廃棄物を安全に処理・処分する責任は放

射性廃棄物の発生者にあり，国はこの責任が果

たされるよう適切な関与を行う。

第２に，放射性廃棄物最小化の原則である。

この原則は，放射性廃棄物の発生を抑制し，処

理を通じて，処分するべき放射性廃棄物の発生

量がなるべく少なくなるよう努力することであ

る。
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第３に，合理的な処理・処分の原則である。

この原則は，発生者や発生源によらず，安全性

を確保した上で効率性，経済性に配慮しつつ，

合理的な処理・処分を実施することである。

第４に，国民との相互理解に基づく実施の原

則である。この原則は，原子力の便益を享受し

た現世代は，発生する放射性廃棄物の安全な処

分への取り組みに全力を尽くす責務を有してい

ることに基づいている。この原則によれば，放

射性廃棄物は，国民の理解を得て，徹底した情

報公開と相互理解活動により，地域社会の理解

と協力を得て処理・処分することになってい

る。

２．３ 高レベル放射性廃棄物の発生状況

現在，日本国内の原子力発電所で発生してい

る使用済み核燃料は，再処理工場に搬出される

までは各発電所内で貯蔵される。使用済み核燃

料の再処理はこれまでに主に海外に依存してき

たが，国内では青森県六ヶ所村で日本原燃

（株）１）が再処理工場の建設と稼働を進めてき

た。

青森県六ヶ所村には，日本原燃が所有するウ

ラン濃縮施設（１９９２年操業開始），再処理施設

（２０１２年竣工予定であったが，相次ぐトラブ

ルのため延期されている２）），高レベル放射性廃

棄物貯蔵管理センター（１９９５年操業開始），低

レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター（１９９２

年操業開始）の ４ つの施設があり，いわゆる

４点セットとして六ヶ所核燃料サイクル施設と

総称されている。

再処理工場の処理能力は，計画通りでも年間

８００トンであり，年間８００トンの使用済み核燃

料が再処理された場合，高レベル放射性廃棄物

の発生量はガラス固化体に換算して年間約

１，０００本が発生する。再処理前の使用済み核燃

料の大部分は，各原子力発電所に付帯する使用

済み核燃料貯蔵プールや乾式キャスク３）貯蔵施

設に貯蔵されているが，経済産業省の試算で

は，原子力発電所で発生する使用済み核燃料の

貯蔵は，既に構内の貯蔵施設の受入れ容量が残

り ３～４ 年分になっているケースも見られ，

使用済み核燃料の貯蔵容量の拡大は，各発電所

で共通した課題となっていた４）。

中間貯蔵施設の立地計画をめぐっては，いく

つかの地域が誘致地域として浮上していたが，

最終的には青森県のむつ市が誘致計画を受け入

れた。２０１２年１０月の操業開始を目処に合計

５，０００トンの使用済み核燃料を貯蔵する施設の

建設に２０１０年８月着工したが，工事は２０１３年

８月に完了した。原子力規制委員会が新しい規

制基準に基づいて核燃料サイクル施設の安全性

を審査した後に操業前の検査をする方針なの

で，操業開始はそれまで延期になっている。

また，１００万 KW 級原子力発電所を １ 年間

稼働する場合，ガラス固化体３０本（１ 本の重

さは約５００kg）にあたる使用済み核燃料が発

生する。現在蓄積している使用済み核燃料をす

べて再処理した場合，ガラス固化体は年間約

１，１００～１，５００本に相当するものと見込まれて

いる。日本原燃（株）によれば，１９６６年に最

１）日本原燃（株）は，沖縄電力を除く九つの電力
会社と日本原子力発電（株）の出資により，１９８０
年に日本原燃サービス株式会社として設立さ
れ，その後，１９９２年に日本原燃産業株式会社と
合併して現社名となった。

２）再処理工場は２０１０年の本格稼動を予定していた
が，相次ぐトラブルのため，２０１０年 ９ 月に ２
年延期されることが発表された。さらに完成は
延期され，読売新聞（２０１３年１２月１９日）によ
れば，延期はこれまでに２０回にも及ぶ。また，
朝日新聞（２０１１年 ２ 月２１日）によれば，１８回
延期したことで，当初発表されていた建設費用
は７，６００億円だったが，２０１１年 ２ 月段階で ２
兆１，９３０億円と約２．８倍以上にも膨らんだ，と
いう。

３）使用済み核燃料などの高レベル放射性物質を収
容し，貯蔵あるいは運搬するための容器。

４）電気事業連合会によれば，２００９年９月１日時点
で，日本国内の原子力発電所の使用済み核燃料
の中間貯蔵管理容量は１９，４２０tUであるが，貯
蔵されている容量は１２，８４０tUである。
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初の商業用原子力発電から始まり２００６年度末

までに，原子力発電に伴って生じた使用済み核

燃料はガラス固化体基準で換算すると２０，４００

本（１９９９年度までには，１３，３００本）である。

また２０１０年末現在，使用済み核燃料がガラス

固化体になって日本国内で貯蔵されているのは

海外から返還されたものを含めて１，７０２本であ

り，日本原燃（株）の六ヶ所村高レベル放射性

廃棄物貯蔵管理センタ－に１，４５５本，茨城県東

海村の日本原子力研究開発機構５）の再処理施設

に２４７本，それぞれ貯蔵管理されている。

さらに，電気事業法第２９条１項の規定によ

り，経済産業大臣は５年ごとに１０年を １ 期と

する特定放射性廃棄物の量および見込み量を公

表しなければならないが，それによれば，１９９９

年度以前の発電用原子炉の運転に伴って生じた

使用済み核燃料の再処理等を行った後に生ずる

第一種特定放射性廃棄物（ガラス固化体）の量

は，約１３，３００本と見込まれている。２０００年度

から２００６年度までの発電用原子炉の運転に

伴って生じた使用済み核燃料の再処理等を行っ

た後に生ずる第一種特定放射性廃棄物の量は，

約７，１００本と見込まれている。さらに，福島事

故前の想定によれば，ガラス固化体の総量は

２０２１年頃には約 ４ 万本に達すると見込まれて

いた（経済産業省，２００８）。

３．高レベル放射能廃棄物の処理・処分政策

３．１ 処理・処分政策史と処理・処分の主体

高レベル放射性廃棄物の処分について，地層

処分が現在の政府の方針になっているが，一貫

して地層処分を方針にしていたわけではない。

当初は，国土が狭く地震が多いという我が国の

特性を踏まえ，地層処分よりも海洋投棄を有望

視していた。しかし，１９７２年の海洋汚染防止

国際会議で採択され，１９７５年に発効したロン

ドン条約によって，高レベル放射性廃棄物の海

洋投棄が完全に禁止されたこと，また欧米で地

層処分研究が進展したことなどを背景にして，

地層処分が重点方針になっていった（藤村，

２０１１）。

１９７５年には原子力委員会に，放射性廃棄物

対策技術専門部会が設置され，翌１９７６年に高

レベル放射性廃棄物対策の具体的な研究開発方

策を含む中間報告がまとめられた。この報告書

では，高レベル放射性廃棄物は安定な形で固化

し一時貯蔵した後，生活圏から半永久的に隔離

するという「隔離」の概念がはじめて打ち出さ

れた。そして，処理方法は地層処分に重点を置

くことも表明された。この報告書が提示した高

レベル放射性廃棄物の処理処分方針は現在まで

引き継がれている。

原子力委員会では，１９８０と１９８４年に ２ 度

にわたって放射性廃棄物対策専門部会が設置さ

れ，１９８５年には地層処分に関する報告書「放

射性廃棄物処理処分方策について」がまとめら

れた。ここでは処分場の建設を意識した実証的

な研究が示されており，処分予定地の選定は動

燃が電気事業者の協力を得て行うものとされ

た。

また，１９８６年５月に原子炉等規制法が改正

され，廃棄の事業が新設された。廃棄の事業に

は廃棄物埋設と廃棄物管理の ２ つの事業が定

められており，前者は低レベル廃棄物の埋設処

分，後者は高レベル廃棄物の貯蔵管理事業であ

る。留意すべきことは，法令上に廃棄の事業が

新設されたことにより，それまで発電事業者が

負ってきた放射性廃棄物の安全管理および事故

時の損害賠償の責任は，事実上廃棄の事業者で

ある日本原燃（株）に転嫁されたことである。

このことがもたらす問題点については後述す

る。

ここで発電事業者とは，発電用の原子炉を設

置し，電力の生産販売を行う事業者であり，沖

５）２００５年に日本原子力研究所と核燃料サイクル機
構が統合され発足した。核燃料サイクル，高速
増殖炉，そして高レベル放射性廃棄物の処理処
分などに関する技術開発を行う機関である。

経 済 学 研 究1504（ ） ６３－２
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縄電力を除く ９ 電力会社と日本原子力発電で

ある。廃棄の事業者としては，前述の日本原燃

（株）が挙げられる。日本原燃（株）は，ウラ

ンの濃縮事業，再処理事業，すなわち全国の原

子力発電所から出る使用済み核燃料を再処理し

てウランとプルトニウム，高レベル放射性廃棄

物に分離する事業を行う。また，全国の原子力

発電所から出る低レベル放射性廃棄物の埋設事

業，そして廃棄物管理事業，すなわち高レベル

放射性廃棄物のガラス固化体の中間貯蔵事業を

行っている。

１９９１年には，原子力委員会の放射性廃棄物

対策専門部会において，高レベル放射性廃棄物

の処分対策の見直しが検討され，１９９２年８月

に処分場建設と研究開発が明確に区分された。

そして，その具体的対策の進め方についてのビ

ジョンが発表された。

このビジョンは，福島原発事故前の日本の放

射性廃棄物処分政策の基盤となった。主な内容

は，第１に，２０００年を目途に処分予定地を選

定する実施主体を設立する。第２に，実施主体

は処分予定地を選定し，サイト特性調査などを

実施する。第３に，処分場の操業開始は２０３０

年代から２０４０年代半ばまでを目途にする，と

いうことであった。

また，１９９５年には原子力委員会に，高レベ

ル放射性廃棄物処分懇談会と原子力バックエン

ド対策専門部会が設置され，高レベル放射性廃

棄物処分懇談会では，１９９８年に「高レベル放

射性廃棄物処分への取り組みについて」と題す

る報告書がまとめられた。２０００年５月にはこ

の報告書などを受け，特定放射性廃棄物の最終

処分に関する法律（以下，最終処分法）が成立

した。この法律により最終処分費用の確保・拠

出制度，そして処分地選定プロセスが確立し

た。

さらにこの法律では，高レベル放射性廃棄物

の処理処分について，国，原子力発電環境整備

機構（後述），電力会社の役割分担が明確にさ

れた。すなわちそこでの国の役割は，①基本方

針や処分計画の策定，②処分に関する安全確保

のための規制，③処分の実施主体が行う業務の

監督と規制，④拠出金の管理・運用を行う法人

の指定・監督等を行う，こととされた。

また，日本原燃（株）のような廃棄の事業者

とは別途に，この最終処分法に則って特定放射

性廃棄物処分の実施主体として，原子力発電環

境整備機構（以下，原環機構）が２０００年１０月

に設立された。原環機構は，経済産業大臣の監

督を受けて，概要調査地区等の選定，最終処分

の実施，拠出金の徴収等の業務を行う。発足当

時は要員数が１８人にすぎなかったが，段階的

に増加し２０１１年２月末には８５人体制となっ

た。電力会社等発電用原子炉設置者は，処分費

用に充てるため，最終処分法第１１条第１項に

基づき廃棄物の量に応じた拠出金を処分の実施

主体である原環機構に毎年納付することが義務

付けられている。

ここで拠出金は，「当該機構ごとの特定放射

性廃棄物の単位数量あたりの最終処分業務に必

要な金額に，当該発電用原子炉設置者の原子炉

運転に生じた前年１年間の使用済み核燃料の再

処理後に発生した特定放射性廃棄物の量を乗じ

て得た額」とする。ここで，「単位数量あたり

の最終処分業務に必要な金額は，当該機構ごと

に，最終処分業務を行うために必要な費用の総

額と特定放射性廃棄物の総量とを基礎として経

済産業省令で定める」こととなっている。な

お，処分の実施主体に納付された拠出金は，

（公益財団）原子力環境整備促進・資金管理セ

ンター（以下，原環センター）が経済産業大臣

の指定を受けて管理・運用を行うとされてい

る。

３．２ 処理・処分計画と財政措置

高レベル放射性廃棄物の処分地選定のプロセ

スは，最終処分法に定められており，全国の市

町村を相手に公募し，３段階のプロセス（（１）概

要調査地区→（２）精密調査地区→（３）最終処分施

設建設地）を経て行われる。処分地の公募は，

２０１４．１ 責任と費用負担からみた日本の高レベル放射性廃棄物問題 植田・李 1515（ ）
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実際に，２００２年１２月に全国の市町村を対象と

して行われた。そして，２００７年 １ 月に初めて

高知県東洋町からの応募が公表された。しか

し，この応募に対しては，多くの町民や周辺自

治体からの反対があったうえに，応募を主導し

た町長が応募に反対する対立候補に選挙で敗れ

た。それを契機に，結局同年４月に計画は取り

下げられた。

国はこの失敗を教訓に，公募方式に加え，国

が前面に立った取り組みとして，国による文献

調査申入れ実施も可能とするとともに，国の最

終処分事業に関する説明責任を地域へ明確にす

る等，国の取り組みを強化している（総合資源

エネルギー調査会・原子力部会，２００７）。さら

に２０１３年１２月１７日に政府は，関係閣僚会議

で高レベル放射性廃棄物の最終処分場選びを国

が主導する方針を決めた（日本経済新聞２０１３

年１２月１８日）６）。

地方自治体は，処分場立地の公募に応じただ

けで電源三法に基づき多額の財政的援助を受け

ることになる。電源三法とは，国が発電所の立

地地域の振興を支援することで原子力発電所な

どの発電所建設を円滑に進めるために１９７４年

に制定された電源開発促進税法，電源開発促進

対策特別会計法，発電用施設周辺地域整備法の

３ つの法律をいう。国はこれらの法律に基づ

き，原子力発電所や使用済み核燃料の処理処分

施設が立地する（立地予定を含む）地方自治体

や周辺の地方自治体に，電源立地地域対策交付

金と補助金・委託金を交付することができる。

事業交付金の主な原資は，電力事業事業者が電

力販売量に応じて需要家から集める電源開発促

進税の税収（２０１０年度予算基準；３，４９２億円，

２０１１年度予算基準；３，３１４億円）となり，税収

は主に地域住民の福祉向上や地域産業振興など

地域活性化事業のために使われている。

電源立地地域対策交付金など原子力発電の支

援と関連した国の財政は，一般会計と特別会計

（エネルギー特別会計の電源開発促進勘定）か

ら構成されている。原子力関連予算は一般会計

と特別会計を合わせて２００６年度に４，４００億

円，２００７年度に４，５２０億円，そして２０１１年度

にも４，３３１億円（うち一般会計から１，１７０億

円，特別会計（エネルギー対策特別会計の電源

開発促進勘定から３，１６１億円）と依然として高

い水準である（原子力委員会，２０１２）。一般会

計では，日本原子力研究開発機構への核燃料サ

イクル事業支援が多くの部分を占めている（原

子力発電環境整備機構，２００９）。

特別会計の原子力発電の支援関連財源は，上

述の電源開発促進税からの税収である。電源開

発促進税は創設時（１９７４年）には，原子力発

電所，水力発電所など石油に代わる代替エネル

ギーの設置を促進することに目的があった。エ

ネルギー対策特別会計の電源開発促進勘定は，

電源立地対策と電源利用対策に大別される。こ

こで電源立地対策は，原子力発電施設や原子力

発電に使用される核燃料物質の再処理施設だけ

でなく，水力発電施設，地熱発電施設などまで

の設置及び運転の円滑化のためにまで及ぶ。そ

して，そうした，施設の所在する地方自治体に

対し，公共用施設の整備，住民の生活の利便性

の向上，産業の振興等を図る費用に充てるため

の交付金を交付することとしている。

また電源利用対策の目的は，安定的な電力供

給源であり，かつ，地球環境への負荷が小さい

電源の開発及び利用の促進を図るためである

が，財源の大半は核燃料サイクルに関する技術

の開発および原子力発電施設等に係る安全確保

等に要する経費を計上している。また，高速増

殖炉サイクル技術，核燃料物質の再処理および

放射性廃棄物の処理及び処分，これらに関する

技術の開発及びこれに必要な研究等の事業に要

する経費として計上している。

地方自治体が高レベル放射性廃棄物の最終処

分場に応募すると，１ 年間の文献調査期間中

に電源三法による交付金（電源立地等初期対策

交付金）が受けられる。すなわち，概要調査地
６）『日本経済新聞』２０１３年１２月１８日付。

経 済 学 研 究1526（ ） ６３－２
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区の選考のために，年１０億円で ２ 年間最大

２０億円，もし，概要調査地区に選ばれ調査に

入れば，年２０億円で４年間最大７０億円が受け

られる。さらに進めば，約１５年間の精密調査

段階に入るが，この段階での交付金はまだ制度

化されていない。また処分場立地として確定さ

れ，操業に入る場合には固定資産税収入が６０

年間に年間約２７億円，合計約１，６００億円発生

する。その他，処分場建設と操業に伴う直接経

済効果は，６０年間に年間約３９８億円（累計２．４

兆円）の建設・生産誘発効果と２，２００人の雇用

創出効果（延べ約１３万人）が期待されている

（原子力発電環境整備機構，２００９）。

また，都道府県は，法定外普通税の １ つと

して核燃料税を，原子力発電所の原子炉に挿入

する核燃料の価格を基準にして，原子炉の設置

者に課すことができる。核燃料の再処理事業が

ある茨城県と青森県では，それぞれ核燃料等取

扱税と核燃料物質等取扱税として，原子力発電

所だけでなく再処理工場での取扱いなどにも課

税している。この税は，福井県が１９７６年に日

本で最初に導入したが，核燃料価格の１０～１３

％（福島県は１６．５％）に相当するものが多

く，２０１１年 ５ 月末現在，全国で１３の都道府

県に導入されている。

核燃料税は，ほとんどの場合時限税として５

年ごとに更新を重ねている。２００５年度決算額

では，核燃料税は合計で１７９億円，茨城県の核

燃料等取扱税２０億円，青森県の核燃料物質取

扱税１４５億円となっており，税収は施設の安全

確保，地域住民の生活・生業安定対策財源とし

て使われている。なお，市町村税として使用済

み核燃料税があり，柏崎市（新潟県）と薩摩川

内市（鹿児島県）が導入している。

以上から明らかなように，高レベル放射性廃

棄物の処分場が立地する自治体は，電源三法か

らの交付金，固定資産税および事業所税の収

入，核燃料税の収入，そして施設建設に伴う経

済効果など莫大な経済的インセンティブが受け

られる構造となっている。

４．責任と費用負担からみた日本の高レベル放

射性廃棄物問題

以上みてきたように，日本における高レベル

放射性廃棄物の処理・処分は行き詰まりつつあ

り，打開策も見つかっているとは言えないが，

その原因について，若干の考察を行っておきた

い。

ここで考察に入る前に，高レベル放射性廃棄

物で観念する対象を拡張しておきたい。ここま

で，高レベル放射性廃棄物という用語を現行の

法律に基づいて定義し用いてきたけれども，そ

れは依然としてこれから論ずる高レベル放射性

廃棄物問題の中心的な対象である。しかし，再

処理工場や高速増殖炉など核燃料サイクル事業

は政府の計画通りには動いておらず，その将来

的な実現可能性は大いに疑われている。さら

に，サイクル事業に費用がかかりすぎる点も問

題視されている。

そのため，使用済み核燃料を再処理するので

はなく，直接処分することも有力なオプション

になりつつある。使用済み核燃料を直接処分す

る場合には，使用済み核燃料は燃料として用い

られないわけだから資産として評価していた根

拠はなくなる。つまりこの場合，使用済み核燃

料は資産ではなく，廃棄物と言わざるを得な

い。したがって，この観点を踏まえるならば，

日本学術会議が用いているように，高レベル放

射性廃棄物とは，「使用済み核燃料を再処理し

た後に排出される高レベル放射性廃棄物のみな

らず，仮に使用済み核燃料の全量再処理が中止

され，直接処分が併せて実施されることになっ

た場合における使用済み核燃料も含む用語とし

て使用する」ことになる（日本学術会議，

２０１２）。

しかし，それだけではない。福島原発事故に

よって，新たな高レベル放射性廃棄物が生じた

と考えられるからである。具体的には，炉心溶

融を起こした原子炉そのものが最も厄介な高レ

ベル放射性廃棄物になっている。事故を起こし

２０１４．１ 責任と費用負担からみた日本の高レベル放射性廃棄物問題 植田・李 1537（ ）
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た福島原発の三つの原子炉の中には，大量のウ

ランやプルトニウムなどの核燃料と，膨大な核

分裂生成物が，原形を留めず溶融しており，通

常の再処理工場で発生する高レベル放射性廃棄

物よりも格段に扱いにくい。この処理問題は通

常の廃炉とは比べ物にならない難しさを抱える

のであり，事故処理の一部でもあり，高レベル

放射性廃棄物の処理問題でもある（田坂，

２０１２）。

以上のことを勘案すると，法律上の定義に準

拠して排出される高レベル放射性廃棄物の量や

質を予測する場合と，現行の法律に限定されず

に実態としての放射性廃棄物の量的質的可能性

を考える場合とで，問題の様相はかなり異な

る。しかもそれは政府の政策的な判断に依存す

る面もあり，こうした不確実性は問題の正確な

把握を難しくさせる一因でもある。

４．１ 最終処分場の確保問題

使用済み核燃料を直接処分する場合も，再処

理する場合でも，高レベル放射性廃棄物の最終

処分場は必ず確保しなければならない。原子力

発電を直ちに廃止したとしても，廃炉に伴って

放射性廃棄物は排出されるし，これまでに排出

された高レベル放射性廃棄物を処分するために

も最終処分場は不可欠だからである。最終処分

場の確保は，前述のように強力な制度的財政的

措置によって進められている。しかし，これま

でのところ，十分な成果をあげているとは言い

難い。

なぜか。いくつか論点をあげることができ

る。

１つは，現行制度の背後にある基本的考え方

についてである。現行の制度は，地域住民の処

分場に対する嫌悪感と放射能（汚染）リスクに

対して，それを上回る（？）経済的便益を提供

することで相殺ないし補償しようとしてきた。

その過程は民主主義的というよりも経済的誘導

の側面が強く，ひとたび紛争が生じた場合の解

決能力は脆弱と言わざるを得ない。高レベル放

射性廃棄物の最終処分場候補地選定において

「都道府県および市町村長の意見を聞き，これ

を十分に尊重（特定放射性廃棄物の最終処分に

関する法律第 ４ 条第 ５ 項）」するというにとど

まり，具体的な意見対立が起きた場合の紛争解

決システムが規定されていない。

既述のように，原環機構は２００２年から最終

処分場の候補地を公募しているが，地域住民の

反対などにより最終処分場の決定が計画通り進

んでいない。最終処分場を受け入れる地方自治

体は莫大な経済的インセンティブを受けるにも

かかわらず，なかなか立地が進まない理由は，

基本的には原子力事業そのものに対する国民の

不信感にあると思われる。ここ１０年あまりに

高速増殖炉「もんじゅ」事故（１９９５年），JOC

ウラン加工施設での臨界事故（１９９９年），東京

電力の検査記録の隠蔽事件（２００２年），関西電

力美浜原子力発電３号機での事故（２００４）など

各種事故，データ改ざんや事故隠蔽などが多発

しており，原子力事業の安全性に対して国民は

ますます疑念を抱くようになっていた。地域住

民の多くは，最終処分場の立地によって得られ

る経済的インセンティブよりは，放射能リスク

に対する不安感とともに地域のイメージ低下，

風評被害とそれに伴う地価下落などを懸念して

おり，誘致に反対してきた７）。

さらに，福島原発事故は，国民の原子力発電

に対する信頼を根底から揺るがし，原子力発電

を取り巻く社会環境は大きく変化した。たとえ

ば，２００９年に発表された内閣府の原子力発電

に対する国民の意識調査では，増やすが５９．６

％，現状維持が１８．８％，減らすが１６．２％ で

あった。しかし東日本震災後行った読売新聞の

世論調査では，増やすが１０％，現状維持が４６

％，減らすが４１％ と，国民の認識に大きな変

７）誘致を根本的に阻止するため，たとえば島根県
のように「放射性廃棄物等の持ち込み及び原子
力関連施設の立地拒否に関する条例」などを決
めた自治体も現れている。
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化がみられた。

また，「日本の原子力発電はどうあるべき

か」という世論調査では，福島原発事故直後の

２０１１年 ６ 月では，「原子力発電は直ちにやめ

るべき」が１３．３％ で，「段階的に縮小すべき」

が６６．４％ であったのに対して，２０１３年 ８ 月

では，「原子力発電は直ちにやめるべき」が

３１．４％ で，「段階的に縮小すべき」が５１．９％

になっている（広瀬，２０１３）。今後原子力発電

の推進は難しくなるであろうが，最終処分場の

確保もこれまで以上に困難をきわめると思われ

る。

４．２ 処理・処分の責任と費用負担問題

高レベル放射性廃棄物の処理処分は当然のこ

とながら莫大な費用がかかり，その費用の負担

問題が生じる。総合エネルギー調査会・電気事

業分科会・コスト等検討小委員会（２００４）の試

算でも，バックエンド総費用のうち約半分の

７．７兆円が放射性廃棄物の処分関連費用となっ

ている。しかし，この費用見積もりに対しては

多くの異論が出され，とりわけ社会的費用が十

分勘案されていないとの指摘がなされた（大

島，２０１１）。

費用の大きさも重要であるが，その費用を誰

が負担するのかという問題も，高レベル放射性

廃棄物の処理処分を考える上で避けて通れない

課題である。そして，この問題は高レベル放射

性廃棄物を処理処分する責任の所在にかかわる

問題であることは言うまでもない。

すでに述べたように，日本の高レベル放射性

廃棄物処理・処分は，発生者責任の原則に基づ

いている。すなわち，放射性廃棄物を安全に処

理・処分する責任は放射性廃棄物の発生者にあ

り，国はこの責任が果たされるよう適切な関与

を行うとされている。問題はその具体的執行の

あり様である。

処分事業を実際に行う主体は，高レベル放射

性廃棄物の発生者である原子炉設置事業者では

なく，国策により設立された別途の法人，すな

わち「廃棄の事業者である」日本原燃（株）や

最終処分責任機関である原環機構となってい

る。処分事業に要する経費は基本的には原子炉

設置事業者から拠出されているが，事業主体が

別法人であり，それまで発電事業者が負ってき

た放射性廃棄物の安全管理および事故時の損害

賠償，そして最終処分に関する責任は，事実上

日本原燃（株）と原環機構に転嫁されている。

また，１９９９年６月に原子炉等規制法を一部

改正し，使用済み核燃料を再処理するまでの

間，発電所敷地外で一時的に貯蔵するリサイク

ル燃料備蓄センターを建設する計画（中間貯蔵

施設の事業化計画）をスタートさせた。使用済

み核燃料の貯蔵施設は，現在各原子力発電所と

再処理工場にあるが，両施設とは別途の中間貯

蔵施設を作ることが法改正の趣旨であった。こ

の結果，中間貯蔵施設を建設する費用は電力事

業者の負担になっても，原子力損害賠償の責任

は中間貯蔵事業者が追うことになり，結局電力

事業者の負担が軽減されることになる。これは

発生者責任の原則からの逸脱と言わざるを得な

い。

また，すでに述べたように，国からの財政的

支援も大きい。核燃料サイクルや使用済み核燃

料の処理処分関連の研究開発，そして最終処分

場の確保などにも莫大な財政資金が投入されて

いるので，バックエンド事業の多くの部分は，

事実上国の管轄と経費によって行われていると

いっても過言ではない。さらに，前述したよう

に，原子力関連予算は高水準で維持されてお

り，特に注意すべきは，特別会計の主な財源と

なる電源開発促進税である。電源開発促進税

は，一般電力に課税されて得られた収入も，放

射性リスクを発する原子力発電を支えるために

支出される構造となっており，社会的公平性の

側面からも望ましいとはいえない。

このように見てくると，高レベル放射性廃棄

物の処理処分に関して発生者責任の原則が適用

されているとは言えず，むしろ日本原燃や原環

機構という中間組織を媒介にして，国と電力会

２０１４．１ 責任と費用負担からみた日本の高レベル放射性廃棄物問題 植田・李 1559（ ）
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社が一体となった無責任構造になり，そのつけ

は国民と将来世代に回されていると言わざるを

得ないであろう。

なぜ，このようなことになったのであろう

か。産業廃棄物処分の場合と比較してみるとわ

かりやすい。産業廃棄物の処理処分は，廃棄物

処理法に規定されており，産業廃棄物の排出者

たる企業は，排出した廃棄物の最終処分先を確

保することなしに操業することはできない。そ

の結果，排出する産業廃棄物の削減にも取り組

んだし，廃棄を考慮しない生産はできなくなっ

た。それに対して，高レベル放射性廃棄物の処

理処分では最終処分先を確保しなくても操業が

続けられるわけで，発電事業（電気の大量生

産）に伴って大量に排出された放射性廃棄物の

最終処分地を確保するのが難しいのは当然と言

わなければならない。

産業廃棄物処分に関しては，廃棄を考慮した

生産や，生産計画を立てる際に廃棄先を確認す

る習慣ができやすいのに対して，高レベル放射

性廃棄物処分においては，発電時に発電に伴っ

て排出される廃棄物の最終処分先が決まってい

なくてもよいため，廃棄物処分の困難さが生産

を制約したり，生産時に廃棄までの手続きを確

認するという動機づけが弱い。最終処分場に関

するわかりやすい解決策の１つは，原子力発電

においても，廃棄物の処分先を確定しておくこ

とを稼働の条件にすることであろう。

要するに，「廃棄物処理法２条１項およびこ

の定義規定を準用する循環型社会形成推進基本

法２条１項等においても，これらの法律の規定

が適用される廃棄物から「放射性物質及びこれ

によって汚染された物」が除かれてきた」（高

橋・大塚，２０１３）ことに明らかなように，原発

は廃棄物の処理処分においても特別扱いを受け

てきたのである（植田，２０１３）。この特別扱い

を是正することは発電事業者の発生者責任原則

を再度確立し効率的な処理処分を目指す最も確

実な方法であるとともに，公正で公平な社会の

実現にも方向性を与えるものである。

４．３ 放射性廃棄物のストックとフロー

高レベル放射性廃棄物処理処分問題の解決が

容易でないことは言うまでもない。しかし，問

題解決の難しさは，将来原発を廃止するか，低

減するか，それとも維持するかといった原発の

移動や廃止をめぐる選択肢と無関係ではない

（植田，２０１３）。

高レベル放射性廃棄物を２つに分けて考える

と，わかりやすい。１つは，これから原発を稼

働させれば発生する―言い換えれば原発を動か

さなければ発生しない―「フロー廃棄物」とし

ての高レベル放射性廃棄物である。もう１つ

は，すでに大量に蓄積している「ストック廃棄

物」としての使用済み核燃料や放射性廃棄物が

あるということである。プルトニウムもストッ

ク廃棄物の一種とみなすことができる。今後，

原発の廃炉に伴って排出される放射性廃棄物―

正確には原子炉自体―も，ストック廃棄物と言

えるだろう。つまり，今ある原子炉はすべて最

後には廃炉しなければならないという意味で，

潜在的なストック廃棄物であり，潜在（高レベ

ル放射性）廃棄物と呼ぶことができる（末石，

１９７５）。当然のことであるが，フロー廃棄物は

循環利用や適正な処理できなければ，時間とと

もにストック廃棄物になっていく。

脱原発は，高レベル放射性廃棄物問題に対し

て，二重の意味がある。１つは，フロー廃棄物

がなくなるので，安心してストック廃棄物対策

に専念できるということである。もう１つは，

ストック廃棄物対策において，ストック廃棄物

量が増加する可能性を考慮しなくてよいという

ことである。これは，ストック廃棄物の新しい

処分先や処分方法を議論する際の前提が変わる

ことを意味する。上限の総量が明確になったス

トック廃棄物を処分する問題なので，仮に処分

先になるとしても，いつまでも廃棄物の搬入が

続くということはあり得ないことになる。それ

に伴って，廃棄物処理コストも変わらざるを得

ないし，処分先選定に関する合意形成の難しさ

も異なるであろう。
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さらに，重要なことは，フロー廃棄物とス

トック廃棄物とで異なる原則やルールを適用す

る可能性が拓けるということである。ストック

廃棄物は過去のルールの下で蓄積されたものだ

が，今後排出されるフロー廃棄物については，

より責任の所在を明確にしたルールを適用する

こともできる。

５．おわりに

福島原発事故は，バックエンド部門まで含ん

だ徹底的なコスト分析や潜在的リスクを十分に

議論・評価することもなく，原発を国策で推し

進めてきたことの危険性を国民に白日の下にさ

らした。高レベル放射性廃棄物の処理処分問題

は，財政資金を投入し発電事業者の責任や費用

負担を国が肩代わりするこれまでの政策から脱

却し，徹底的な情報公開と政策決定の透明性を

確保するとともに，放射能リスク防止技術の開

発，そして発生者（事業者）責任の原則に基づ

いた幅広い議論を行い，国民の信頼や共感が得

られる方向へ進むべきであろう。

［付記］

本稿は筆者らの共同研究の成果の一部である。以下

に示す論文も同じ共同研究の成果であり，内容上部分

的に重なりがあることをお断りしておきたい。あわせ

て一読いただければ幸いである。李秀�・植田和弘

（２０１４）「日本の高レベル放射性廃棄物の処理・処分問

題の公共政策」李秀�（編）『東アジアのエネルギー・

環境政策－原子力発電／地球温暖化／大気・水質保

全』昭和堂。
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